
都道府県国保保健事業（都道府県国保ヘルスアップ支援事業）について 

 

都道府県国保保健事業は、市町村とともに国保の共同保険者である都道府県が、区

域内の市町村ごとの健康課題や保健事業の実施状況を把握するとともに、市町村にお

ける保健事業の健全な運営に必要な助言及び支援を行うなど、共同保険者としての役

割を積極的に果たすために実施する国民健康保険の保健事業 

 

１ 交付対象事業 

  交付の対象となる事業は、次の都道府県国保ヘルスアップ支援事業である。 

（Ａ）市町村が実施する保健事業の更なる推進に資する基盤整備 

市町村が実施する保健事業に応じた基盤整備を行い、円滑な保健事業の運用を

図る事業 

（取組例）都道府県レベルの連携体制構築（連携会議の開催等） 

（Ｂ）市町村の現状把握・分析 

市町村及び都道府県において、ＰＤＣＡサイクルに沿って事業を効果的・効率

的に運用するために現状を分析して把握する事業 

（取組例） ＫＤＢと他のデータベースを合わせた分析 

（Ｃ）都道府県が実施する保健事業 

都道府県の特性や人的リソース等を活用して、都道府県が直接実施する事業、

又は、市町村が実施する保健事業を個別に支援する事業 

（取組例）保健所を活用した取組（保健所の専門職による保健指導支援等） 

（Ｄ）人材の確保・育成事業 

市町村が実施する保健事業に必要な人材の確保や有資格者を対象とした専門的

な研修を実施する事業 

   （取組例）かかりつけ医等の対する研修 

（Ｅ）データ活用を目的として実施する事業 

市町村及び都道府県においてＰＤＣＡサイクルに沿って事業を効果的・効率的

に実施するために、既存のシステムでは保有していないデータ等を活用するため

の事業 

   （取組例）医療・健康情報データベースを構築 

（Ｆ）モデル事業 

都道府県全体またはモデル市町村の現状把握・分析を行い、得られた結果や課

題に基づいた先進的な保健事業であり、都道府県内において横展開を目的にモデ

ル市町村を選定して実施する事業 

   （取組例）先進的な保健指導、重症化予防、フレイル対策、重複多剤投与者に

対する保健事業 

参考 



 

２ 交付の要件 

（１）事業の目的、目標、対象者、事業内容、実施方法、評価体制・方法、実施体制、

実施スケジュール、実施期間、実施場所等を明確にすること。 

（２）予めストラクチャー指標、プロセス指標、アウトプット指標及びアウトカム指

標の４つの評価指標のうち３つ以上の定量的な指標を設定し、ＰＤＣＡサイクル

に沿った事業実施を確保すること。 

（３）実施計画の策定段階から、第三者（有識者会議、支援・評価委員会等）を活用

すること。 

（４）事業の実施に当たって、国民健康保険団体連合会と連携を図るよう努めること。 

（５）市町村が実施する保健事業との連携・機能分化を図り、管内市町村全域の保健

事業が効率的・効果的に実施するために必要な取組と認められる事業であること。 

 

３ 交付限度額 

国保被保険者数に応じて、１５，０００万円～２５，０００万円 


